


ほぼ同じくする契約を締結し、当該契約を履行した実績の有無を示す証明書

納税確認(証明)書

ア 県内に本社、支社、営業所等を有する者であっては、すべての県税についての「納税確認書」（県内の県

税事務所が過去６月以内に発行したものです｡ ）又はその写し

イ 消費税及び地方消費税についての｢納税証明書（その３未納の税額のない証明用）」（所管税務署が過去６

月以内に発行したものです｡ ）又はその写し

２の の事項を証明する書類

４ 入札手続等に関する事項

担当部局

〒514-8570 三重県津市広明町13 番地

三重県教育委員会事務局 福利・給与室 給与・旅費システム構築グループ

担当 矢田・奥谷

電話 059－224－2952

入札説明書（仕様書）の配付方法

入札説明会場で配布します。入札説明会以後は、 の場所で、平成17年5月19日 まで（三重県の休日を

定める条例（平成元年三重県条例第２号）第１条に規定する休日を除きます｡）配布します｡

入札説明会の日時及び場所

ア 日 時 平成17年４月26日 午前10時30分

イ 場 所 三重県津市栄町１－954

三重県民サービスセンター６階第63会議室

入札書の提出の日時及び場所

ア 日 時 平成17年5月27日(金)午前10時30分

イ 場 所 三重県津市広明町13番地

三重県庁７階教育委員会事務局内第１会議室

ただし、郵送による入札については、平成17年５月26日 午後５時までに、 の場所へ書留郵便で必着

としてください｡

開札の日時及び場所

ア 日 時 入札書の提出後､直ちに行います｡

イ 場 所 に同じです｡

契約条項を示す場所

に同じです｡

入札方法等に関する事項

ア 入札は、本人又はその代理人が行うものとします。ただし、代理人が入札する場合には、入札前に委任

状を提出するものとします｡

なお、再度入札をすることもありますので、開札には原則として、本人又はその代理人が立ち会うもの

とします｡

イ 入札書の記載

入札書の記載に当たっては、入札書に記載された金額の100 分の５に相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって契約金額としますので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

の105分の100に相当する金額を記載するものとします｡

ウ 入札保証金

入札保証金は、入札金額の100分の５以上の額とします。ただし、規則第70 条第１項各号のいずれかに

該当する場合は、免除します｡

エ 契約保証金

契約保証金は、契約金額の100 分の10 以上の額とします｡ ただし、規則第75 条第１項各号のいずれか

に該当する場合は、免除します｡

オ 落札者の決定方法

落札者は、本公告に示した物品を納入できると三重県知事が判断した入札者であって、規則第66 条の

規定により定められた予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者を落札者とし

ます｡
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丸ノ内ビル管理株式会社

代表取締役 辻井 敏浩

５ 落 札 金 額 20,685,000円（うち消費税及び地方消費税985,000円）

６ 決 定 手 続 一般競争入札

７ 入 札 公 告 日 平成17年３月４日

次のとおり落札者を決定しましたので、物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年三重県

規則第84号）第12条の規定により公告します。

平成17年４月15日

三重県知事 野 呂 昭 彦

１ 特定役務の名称 平成17～19年度三重県総合教育センター総合管理業務委託

２ 担 当 部 局 三重県津市大谷町12番地

教育委員会研修企画室（三重県総合教育センター）

３ 落札者決定日 平成17年３月29日

４ 落 札 者 三重県松阪市豊原町1058－６

株式会社 ジックス

代表取締役 村林 正晴

５ 落 札 金 額 40,740,000円（うち消費税及び地方消費税1,940,000円）

６ 決 定 手 続 一般競争入札

７ 入 札 公 告 日 平成17年３月４日

正 誤

平成17年1月13日付け三重県教育公報号外に登載しました三重県教育委員会事務局職員安全衛生管理規程を制

定する訓令に、別表及び第１号様式を次のように加える。

別 表

健康指示区分及び養護措置の基準

（第21条、第22条、第24条関係）

※健康指示区分Ａ１～Ｄ２のものを要保護者という。
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健康指示区分

区分
養 護 措 置 の 基 準

判定基準

要

保

護

者

生
活
規
制
の
面

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

１

２

３

勤務を休む必要のあるもの

勤務に制限を加える必要のあるもの

勤務をほぼ平常に行ってよいもの

平常の勤務でよいもの

医師による直接の医療行為を必要とす

るもの

医師による直接の医療行為を必要とし

ないが定期的に医師の観察指導を必要

とするもの

医師による直接の医療行為又は指導を

必要としないもの

全く平常勤務でよいもの

休暇又は休職等の方法により、療養のため必要な期

間勤務させないこと。

勤務場所若しくは職務の変更又は休暇等の方法によ

り、勤務を軽減し、かつ深夜業務、時間外勤務、休

日勤務、宿日直勤務をさせないこと。

深夜業務、時間外勤務を制限すること。

勤務に制限を加えないこと。

必要な治療を受けるように指示すること。

経過観察をするための検査及び発病再発防止のため

必要な指導等を行うこと。

医療又は検査等の措置を必要としないこと。

医

療

の

面

健康者
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